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略  語  集 
 
2KR ：Second Kennedy Round / Grant Aid for the Increase of Food Production / Grant Assistance 

for Underprivileged Farmers / 食糧増産援助・貧困農民支援1 
APPP ： Agricultural Productivity Promotion Project in West Tonle Sap / トンレサップ西部地域

農業生産性向上プロジェクト 
ASDP ：Agriculture Strategic Development Plan / 農業セクター戦略開発計画 
CARDI ：Cambodian Agricultural Research and Development Institute / カンボジア農業研究・開

発研究所 
CSES ：Cambodia Socio-Economic Survey / カンボジア社会経済調査 
DAP ：二燐酸アンモニウム / 肥料名 
DAO ：District Agriculture Office / 郡農業事務所 
FAO ：Food and Agriculture Organization of the United Nations / 国連食糧農業機関 
FAOSTAT ：FAO Statistical Databases / FAO 統計データベース 
GDP ：Gross Domestic Product / 国内総生産 
GTZ ：Deutsche Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit / ドイツ技術協力公社 
GVA ：Gross Value Added / 粗付加価値 
JICA ：Japan International Cooperation Agency / 独立行政法人国際協力機構 
JICS ：Japan International Cooperation System / 財団法人 日本国際協力システム 
KR ：Kennedy Round / Food Aid / ケネディ・ラウンド（食糧援助） 
MAFF ：Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries / カンボジア農林水産省 
MOP ：Ministry of Planning / カンボジア計画省 
MOWRAM ：Ministry of Water Resources and Meteorology / カンボジア水資源気象省 
NGO ：Non-Governmental Organizations / 非政府組織 
NPK ：Nitrogen, Phosphate and Potassium / 窒素・リン酸・カリ（肥料の成分） 
NSDP ：National Strategic Development Plan / 国家戦略開発計画 
PDA ：Provincial Department of Agriculture / 州農業局 
PMEU ：Project Monitoring and Evaluation Unit / プロジェクト実施監理・評価局 
SAW ：Strategy for Agriculture and Water / 農業・水戦略 
 
 
 

                                                        
1 1964 年以降の関税引き下げに関する多国間交渉（ケネディ・ラウンド）の結果、穀物による食糧援助に関する国際的な枠組

みが定められ、わが国では 1968 年度より食糧援助が開始された。上記経緯からわが国の食糧援助はケネディ・ラウンドの略

称である KR と呼ばれている。その後、開発途上国の食糧問題は基本的には開発途上国自らの食糧自給のための自助努力に

より解決されることが重要との観点から、1977年度に新たな枠組みとして食糧増産援助を設け農業資機材の供与を開始した。

本援助は食糧援助の KR の呼称に準じ 2KR と呼ばれている。2005 年度に食糧増産援助は貧困農民支援となり従来の食糧増産

に加え貧困農民・小規模農民に併せて裨益する農業資機材の供与をめざすこととなったが、本援助の略称は引き続き 2KR と

なっている。なお、食糧増産援助/貧困農民支援の英名は“Grant Aid for the Increase of Food Production / Grant Assistance for 
Underprivileged Farmers”である。 



単位換算表 
 
＜面 積＞ 

名称 記号 換算値 

平方メートル m2 （1）

アール a 100

エーカー ac 4,047

ヘクタール ha 10,000

平方キロメートル km2 1,000,000

 
＜容 積＞ 

名称 記号 換算値 

リットル ℓ （1）

ガロン（英） gal 4.546

立方メートル m3 1,000

 
＜重 量＞ 

名称 記号 換算値 

グラム g （1）

キログラム kg 1,000

トン MT 1,000,000

 
 
円換算レート（2010 年 10 月） 
1 US ドル= 83.67 円（JICA 精算レート） 
1 KHR= 0.019 円（JICA 精算レート） 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 調査の背景と目的 

（1）調査の背景 
日本政府は、1967 年のガット・ケネディ・ラウンド（食糧援助）（Kennedy Round / Food Aid：

KR）関税一括引き下げ交渉の一環として成立した国際穀物協定の構成文書の 1 つである食糧

援助規約1に基づき、1968 年度から食糧援助（以下、｢KR｣と記す）を開始した。 
一方、1971 年の食糧援助規約改訂の際に、日本政府は「コメまたは受益国が要請する場合

には農業物資で援助を供与することにより、義務を履行する権利を有する」旨の留保を付し

た。これ以降、日本政府は KR の枠組みにおいて、コメや麦などの食糧に加え、食糧増産に

必要となる農業資機材についても被援助国政府がそれらを調達するための資金供与を開始し

た。 
1977 年度には、農業資機材の調達資金の供与を行う予算を KR から切り離し、「食糧増産

援助（Grant Aid for the Increase of Food Production）（以下、後述の貧困農民支援とともに「2KR」
と記す）」として新設した。 

以来、日本政府は、「開発途上国の食糧不足問題の緩和には、食糧増産に向けた自助努力を

支援することが重要である」との観点から、2KR を実施してきた。 
2003 年度から外務省は、2KR の実施に際して、要望調査対象国のなかから、予算額、わが

国との二国間関係、過去の実施状況等を総合的に勘案したうえで供与対象候補国を選定し、

独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）に調査の実施を指

示することとした。 
また、以下の 3 点を 2KR の供与に必要な新たな条件として設定した。 

① 見返り資金の公正な管理・運用のための第三者機関による外部監査の義務づけと見返り

資金の小農支援事業、貧困対策事業への優先的な使用 
② モニタリング及び評価の充実のための被援助国側と日本側関係者の四半期に 1 度2の意

見交換会の制度化 
③ 現地ステークホルダー〔農民、農業関連事業者、非政府組織（Non-Governmental 

Organizations：NGO）等〕の 2KR への参加機会の確保 
 

さらに、日本政府は、世界における飢えの解消に積極的な貢献を行う立場から、食糧の自

給に向けた開発途上国の自助努力をこれまで以上に効果的に支援していくこととし、裨益対

象を貧困農民、小農とすることを一層明確化するために、2005 年度より、食糧増産援助を「貧

困農民支援（Grant Assistance for Underprivileged Farmers）」に名称変更した。 
JICA は上述の背景を踏まえた貧困農民支援に関する総合的な検討を行うため、「貧困農民

支援の制度設計に係る基礎研究（フェーズ II）」（2006 年 10 月～2007 年 3 月）を行い、より

効果的な事業実施のため、制度及び運用での改善案を取りまとめた。同基礎研究では、貧困

農民支援の理念は、「人間の安全保障の視点を重視して、持続的な食糧生産を行う食糧増産と

                                                        
1 現行の食糧援助規約は 1999 年に改定され、日本、米国、カナダなど 7 カ国、及び欧州連合（EU）とその加盟国が加盟して

おり、日本の年間の最小拠出義務量は小麦換算で 30 万 MT となっている。 
2 2008 年度案件から、連絡協議会は半年に 1 度の開催に緩和された。 
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ともに貧困農民の自立をめざすことで、食糧安全保障並びに貧困削減を図る」と定義し、農

業資機材の投入により効率的な食糧生産を行う「持続的食糧生産アプローチ」及び見返り資

金の小規模農民・貧困農民への使用を主とする「貧困農民自立支援アプローチ」の 2 つのア

プローチで構成されるデュアル戦略が提言された。 
 
（2）調査の目的 

本調査は、カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）について、2010 年度の 2KR 供

与の可否の検討に必要な情報・資料を収集、分析し、要請内容の妥当性を検討することを目

的として実施した。 
 
１－２ 体制と手法 

（1）調査実施手法 
本調査は、国内における事前準備、現地調査、国内解析から構成される。 
現地調査においては、カンボジア政府関係者、農家、資機材配布機関等との協議、サイト

調査、資料収集を行い、カンボジアにおける 2KR のニーズ及び実施体制を確認するとともに、

2KR に対する関係者の評価を聴取した。帰国後の国内解析においては、現地調査の結果を分

析し、要請資機材計画の妥当性の検討を行った。 
 
（2）調査団構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 萩原 知 JICA 農村開発部 参事役 

調達監理計画 渡辺 剛智 財団法人 日本国際協力システム（JICS） 
業務第二部 機材第一課 

貧困農民支援・資機材計画 森 明司 株式会社タスクアソシエーツ 
相談役 

計画管理 金澤 祥子 JICA 農村開発部 水田地帯第一課 
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（3）調査日程 

   貧困農民支援・資機材計画 調達監理計画 団長/総括、計画管理

1 10/3 日 プノンペン到着 

2 10/4 月 

JICA カンボジア事務所表敬訪問 
プロジェクト実施監理・評価局（PMEU）

打合せ 
コンポンスプー州訪問〔州農業局（PDA）

協議、PDA 資材倉庫視察、農家インタビ

ュー〕 

3 10/5 火 コンポンチュナン州訪問 

4 10/6 水 プルサット州訪問 

5 10/7 木 資料整理、報告書作成 

6 10/8 金 資料整理、報告書作成 

7 10/9 土 資料整理、報告書作成 

8 10/10 日 資料整理、報告書作成 

  

9 10/11 月 資料整理、報告書作成 プノンペン到着 

10 10/12 火 
JICA カンボジア事務所表敬訪問・打合せ 
PMEU 打合せ 
ミニッツ協議 

11 10/13 水 ミニッツ協議、カンダール州訪問 

12 10/14 木 ミニッツ協議、コンポンチャム州訪問 

13 10/15 金 
在カンボジア日本国大使館報告 
ミニッツ署名 
JICA カンボジア事務所報告 

 
 
 
 
プノンペン 
出発 

 

14 10/16 土 資料整理 成田到着 プノンペン出発 

15 10/17 日 資料整理、移動 

16 10/18 月 バッタンバン州訪問 

17 10/19 火 バンテアイミアンチェイ州訪問 

18 10/20 水 シェムリアップ州訪問 

19 10/21 木 コンポントム州訪問 

20 10/22 金 

概要報告書作成 
PMEU と打合せ 
JICA カンボジア事務所報告 
プノンペン出発 

21 10/23 土 成田到着 
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（4）面談者リスト 
1） カンボジア農林水産省（Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries：MAFF） 

Mr. It Nody Under Secretary of State 
Ms. So Sneymor Dept. of International Cooperation, Chief of World Agri-Trade 

Office 
Mr. Nhean Choch Deputy Director of Project Monitoring and Evaluation Unit

（PMEU） 
Ms. So Phat Neary Poth Staff of PMEU 
谷内 純一 JICA Advisor on Agricultural Policy Planning 

2） コンポンスプー州    
a） 州農業局（Provincial Department of Agriculture：PDA） 

Mr. Soy Panha  Deputy Director 
b） San Lan Tong 郡農業事務所（District Agriculture Office：DAO） 

Mr. Svay Sarun  Officer 
c） Leak Anloung 村 

Mr. Om Sam Ang  Village Leader 
3） コンポンチュナン州 

a） PDA 
Mr. Heak Vannarith  Management staff in charge of 2KR 
Ms. Mey Chanthou  Accounting and bookkeeping 

b） Kompong Tralach DAO 
Mr. Nhean Chan  Director 
Mr. Srey Sam Oeun  Staff 

c） コミューン 
Mr. Kim Yen  Commune Council 

d） Thmor At 村 
Mr. Ma Cheum  Village Leader 

4） プルサット州 
a） PDA 

Mr. Lay Viseth   Vice Director 
Mr. Keo Chanked  Registration Officer 

b） Trapang Chorn コミューン 
Mr. Chham Khorn  Commune Leader 

c） O Sdau 村 
Mr. Chhuon Chorn  Village Leader 

5） カンダール州 
a） PDA 

Mr. Lom Nguonkruy  
Mr. Hong Kosal  
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b） Tuol Thnot 村 
Mr. Lorn Sareoun  Farmer 

6） コンポンチャム州    
a） PDA 

Mr. Sim Thavirak  Deputy Director 
Mr. Som Sokkheng  In charge of 2KR 
Mr. Hak Sitha  In charge of 2KR 

b） Tang Kra Sang DAO 
Mr. Him Vy 

7） バッタンバン州  
a） PDA 

Mr. Seno Rathnak  In charge of 2KR 
b） Mong Ressey DAO 

Mr. Sok Soeum 
c） Prey Svay コミューン 

Mr. Nouv Vet 
d） Bay Danram コミューン 

Mr. Tam The  Chief 
8） バンテアイミンチェン州 

a） PDA 
Mr. Yos Vanny  In charge of 2KR 

b） Mong Kul Borey DAO 
Ms. Kroch Chan Thou Director 

c） Tean Kam コミューン 
Mr. Phok Chit  Council 

d） Kok Balang コミューン 
Mr. Opich Thang 

e）Ou 村 
Mr. Nom Hoeuk  Chief 

9） シェムリアップ州 
a） PDA 

Mr. By Sokhom 
b） Angkor Chum DAO 

Ms. Kroch Chan Thou 
c） Sat Kum DAO 

Ms. Heng KumVuthy Director 
Mr. Por Von  Deputy Director 

d） Thalat 村 
Mr. Seng Voin  Chief 
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10） コンポントム州    
a） PDA 

Mr. Ou Bossphoan  Director 
Mr. Ho Chhum Y  

b） Sot Nikum DAO 
Mr. Cheng Nal  Director 

c）Thomaneeat 村 
Mr. Svey Say  Chief 

11） カンボジア計画省（Ministry of Planning：MOP） 
Mr. Bou Vanna Public relations manager / Provincial coordinator, IDP Program 

12） 在カンボジア日本国大使館 
黒木 雅文 特命全権大使 
松尾 秀明 一等書記官 
杉山 裕秀 二等書記官 

13） JICA カンボジア事務所 
鈴木 康二郎 所長 
小林 雪治 次長 
渋谷 幸弘 所員 
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表２－３ コメの生産量の推移（2000～2009 年） 

年度 コメ生産高（MT）
2000 4,026,092
2001 4,099,016
2002 3,822,509
2003 4,710,957
2004 4,170,284
2005 5,986,179
2006 6,264,123
2007 6,727,127
2008 7,175,473
2009 7,585,870  

出典（表 2-2、2-3 とも）：Annual Report for Agricultural Forestry and Fisheries, 2009-2010 
 

また、ミクロでみれば、本案件の裨益対象者である 1ha 以下の零細な稲作農家では、家族

の自給すらできない生産量の農家も少なくないと考えられ、彼らは稲作以外の所得からコメ

を購入する必要がある。先の余剰米が国内市場でのこうした需要に対応できているかどうか

は定かではないが、国外市場ニーズとリンクした不法輸出とこうした国内ニーズへの対応は

必ずしも連携した関係にはなく、十分なコメがいきわたらない地域や所得層があるとすれば、

政府の安全保障政策とともに、コメ流通への管理能力の強化が必要である。 
各州別の 2009～2010 年の収穫面積と生産高は表 2-4 のとおりである。本計画の配布計画州

には、この表の収穫面積が 10 万 ha を超える、カンボジアにおけるコメ生産の中心となる 13
州が選ばれている。 

 
表２－４ 稲の各州・市・行政区別収穫面積・収量・生産量（2009～2010 年） 

州・市・特別区 収穫面積 収量 生産量 収穫面積 収量 生産量 収穫面積 収量 生産量
(ha) (MT/ha) (MT) (ha) (MT/ha) (MT) (ha) (MT/ha) (MT)

バンテアイミアンチェイ 207,649 2.50 519,907 4,115 3.52 14,479 211,764 2.52 534,386
バッタンバン 257,738 2.61 672,491 7,270 4.24 30,804 265,008 2.65 703,295
コンポンチャム 163,975 3.35 549,644 52,909 3.97 209,890 216,884 3.50 759,534
コンポンチュナン 107,968 2.60 280,933 24,096 4.05 97,578 132,064 2.87 378,511
コンポンスプー 110,276 2.46 271,353 475 2.67 1,268 110,751 2.46 272,621
コンポントム 169,661 2.17 367,825 29,375 4.12 120,998 199,036 2.46 488,823
カンポット 130,711 2.97 388,246 3,213 3.16 10,143 133,924 2.97 398,389
カンダール 44,275 2.91 129,024 61,968 4.13 255,804 106,243 3.62 384,828
コッコン 8,785 2.50 21,972 8,785 2.50 21,972
クラチェ 29,405 2.31 67,933 14,036 3.17 44,501 43,441 2.59 112,434
モンドルキリ 15,786 2.10 33,166 15,786 2.10 33,166
プノンペン市 5,199 3.29 17,116 290 3.50 1,015 5,489 3.30 18,131
プレアビヒア 36,904 2.52 93,036 98 2.66 261 37,002 2.52 93,297
プレイベーン 260,356 2.61 678,957 73,957 4.20 310,619 334,313 2.96 989,576
プルサット 97,801 2.62 256,042 3,950 3.25 12,849 101,751 2.64 268,891
ラタナキリ 23,396 2.00 46,792 23,396 2.00 46,792
シェムリアップ 176,060 2.34 412,007 16,000 3.86 61,794 192,060 2.47 473,801
シアヌークビル特別市 14,267 2.67 38,050 14,267 2.67 38,050
ストゥントレン 22,307 2.75 61,344 22,307 2.75 61,344
スヴァイリエン 163,747 2.33 381,633 15,469 4.01 62,046 179,216 2.48 443,679
タケオ 184,823 3.14 580,729 74,560 4.57 340,963 259,383 3.55 921,692
オットーミアンチェイ 52,240 2.10 109,704 170 3.50 595 52,410 2.10 110,299
ケップ特別市 3,000 2.90 8,700 100 4.78 478 3,100 2.96 9,178
パイリン特別区 4,223 3.50 14,781 2,000 4.20 8,400 6,223 3.73 23,181

計 2,290,552 2.62 6,001,385 384,051 4.13 1,584,485 2,674,603 2.84 7,585,870

2009年雨期作 合　　計2009～2010年乾期作

 
出典：Annual Report for Agriculture, Forestry and Fisheries, 2009-2010 
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（5）農業セクターの課題 
1） 肥料の生産と流通 

カンボジア国内で肥料は生産されておらず、近隣国からベトナム製、中国製、タイ製など

と称する肥料が市場で販売されている。これらの多くが不正規輸入であり、FAO の推計によ

る尿素と二燐酸アンモニウム（肥料名）（DAP）の年間輸入量/消費量は表 2-5 のとおりであ

るが、正確な輸入量と消費量は明らかでない。 
 

表２－５ 尿素と DAP の年間輸入量/消費量 

単位：MT 
肥料名 2005年 2006年 2007年
尿素 55,675 75,890 73,354
DAP 25,084 34,747 18,813  

出典：FAOSTAT 
 

本計画の裨益者を中心とする農民をはじめ、PDA や DAO の職員などからの聞き取り調査

の結果から、次のようなことが確認できた。 
・ 零細あるいは貧困と呼ばれる農家であっても、購入量が十分な量であるかどうかは別

として、日常的に肥料を購入して利用する習慣がある。したがって、一般の市場価格

より安いといったメリットのある本計画で販売される肥料を、「普段は使用していない

のに」購入しているわけではない。 
・ 民間市場で販売されている肥料は、品質が悪く効能が低く、混ぜものが多かったり、

量目が足りなかったりしている。その結果、市販肥料に対する農家の不信感は強い。 
・ このような不良品に席巻されている市場の改善は、MAFF を中心とする関連政府機関

の役割であるが、品質検査と認証の制度や劣悪な商品を排除するような、健全な市場

の維持管理システムがほとんど機能していない。 
・ 上記のような民間市場が存在するため、尿素や DAP、窒素・リン酸・カリ（肥料の成

分）（Nitrogen, Phosphate and Potassium：NPK）など主要肥料の利用経験は既に多くの

農家がもっており、稲作向けの尿素・DAP への需要は高い。他方、一部の農村市場で

は尿素や DAP が販売されておらず、稲作農家はやむなく NPK を利用している実態も

あり、品質の悪さに加えて、地域によっては肥料の種類の選択肢がないといった問題

もある。 
・ 以上のような劣悪な環境下でも、農民はいろいろな種類の肥料や量の施肥を試行して

きており、その最良の結果が 1 つの経験基準として、おおむね「村」を単位に普及し

ている。普及員が教える施肥情報への信頼感は低く、誰かが実行する結果を眺めて、

その結果が良ければ導入するという、極めて現実的な対応をしている。 
・ ただ、効能の低い肥料が多いことにみられるように、販売されている肥料の品質基準

が一定でなく、むしろ規定以下の商品が多いことから、彼らの経験値の基準も信頼性

や普遍性が低いものとなっている。農民への適正な施肥基準の普及については、肥料

市場での規格の保証（規格外商品の排除）がなされないと、農民にとっても受入れが

難しいと考えられる。 
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・ 今回、10 カ所を超える村市場での、尿素と DAP の販売価格を確認すると、平均で次

のとおりであった。 
  尿素の平均小売価格 ：9 万 6,833 リエル/50kg 袋 
  DAP の平均小売価格 ：12 万 5,833 リエル/50kg 袋 
 

2） 農業セクターの課題 
コメの流通をはじめカンボジアの農業セクターにおけるマクロの問題は、さまざま指摘

されてきているが、今回の現地調査で 10 カ所以上の村を訪れ、約 100 人に上る本計画裨

益農民と面談した結果、明らかになった彼らの営農活動における基本的な課題は次のとお

りである。 
・ 狭い地域内（例えば同じ村落内）で、圃場に高低差があり、一般的には水が潤沢な低

地での生産性が高い。結果、圃場によって肥沃土に差があり、生産性も異なる。 
・ 上記と関連して、畦畔で囲まれた圃場の均平が整っていないため、近隣の圃場間で湛

水の度合いが異なっており、降雨量の多寡への許容範囲が狭く、結果的に洪水や旱魃

の影響を受けやすい構造である。 
・ 果たして、農家に質問した「最も大きな営農上の問題は？」への回答は、「雨：洪水/

旱魃」がまず挙げられており、更に「病害虫被害」が続いている。 
・ 施肥技術を中心とする栽培技術について、政府の農業技術普及システムを通じた技術

普及はほとんど機能していない。村落を中心単位として、先進農家が試行錯誤を繰り

返すのを他の農家は見守りながら、成功事例を学習し、村落内に普及して行くという

展開が多いようである。 
・ 先にも述べたが、一般市場で販売されている肥料は、品質の悪いものが多いため、一

定の利用基準が確立しにくく、おおむね同じ村のなかでは似たような施肥方法をとっ

ているものの、各村で施肥の時期や量が異なっている。 
・ コメの近隣国への不法輸出のみならず、肥料や農薬といった資材についても、不法な

輸入や規格外の低質なものや表示と中身が合わない商品など、農民にとって混乱を生

じるような商品が市場に氾濫している。その結果、販売商人は元よりその商品への農

民の不信感は高く、更に、このような不良商品を市場から排除し、悪徳商人を懲罰で

きない関係役人への不満も積もっている。 
 

以上のことから、カンボジアの農業の主要課題は以下の 3 点にまとめられる。 
1） 水管理を中心とする圃場基盤整備がゆき届いていないため、生産性に地域差があるう

え、旱魃や洪水の被害が常習となっている。 
2） 国家予算が少ないため、基盤整備は元より優良種子の増殖配布や改善技術の普及とい

った活動も十分でなく、生産改善は農家個々の自助努力に負う点が多い。 
3） コメの違法輸出にみるとおり、正しい品質の商品が公明正大に売買され流通すること

のできる健全な市場環境がまだ形成されていないため、地域や場合によっては、農民は

不当に安い価格で生産物を売らざるを得なかったり、肥料など劣悪な商品を買わされた

り、不適切で高利な借金をしたりと、不利な環境のなかで農業活動をしている。 
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２－２ 貧困農民の現状と課題 

（1）貧困の状況 
農業セクターは、単にカンボジア経済の発展に寄与するだけでなく、地方住民の貧困の削

減を中心とする社会開発に貢献することを期待されている。この認識を踏まえて、MAFF の

農林水産年報（2009～2010 年）は「貧困削減における農業（Agriculture in Poverty Reduction）」
の項目で、世界銀行のレポート4の内容を受けて貧困の改善状況を報告している。 

2007 年に実施したカンボジア社会経済調査（Cambodia Socio-Economic Survey：CSES）の

結果によれば、「貧困人口指標（the poverty headcount index）」が 1994～2004 年の 10 年間に低

下したのに引き続き、2004 年の 34.8％から 2007 年の 30.1％に更に改善した。この期間の改

善は、経済成長年率 10％に裏付けられた、全体平均 21％に上る家庭内の個人消費の伸びがも

たらしたものである。ただし、この急速な貧困率の改善は、同時に貧富の格差を拡大してい

ることを警告している。 
 
（2）貧困世帯分類 

上記のとおり、マクロでの貧困調査が行われている傍ら、村落レベルでの各農家の貧困程

度の判定が可能な、統一した基準による評価調査が、MOP によって 2006 年からプノンペン

を除く 23 州について順次、貧困世帯特定プログラム（Identification of Poor Households 
Programme）として行われてきており、この進捗に応じて、一部の地域ではその調査結果が、

本計画の「貧困」対象農家の選定・絞り込み作業に利用されていることを知った。その概要

は次のとおりであった。 
1） 目的と経緯 

貧困削減がカンボジアの開発政策において持続的経済発展と対をなす最重要課題である

ことから、さまざまな関係機関やドナーなどが共通して利用可能なデータをつくるため、

貧困世帯に特化した統一的調査手法が必要だとの認識から、MOP はそのコンセンサスづく

りのための国家会議を 2005 年 2 月に開催した。これについて、ドイツ政府が資金援助を

するとともに、ドイツ技術協力公社（Deutsche Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit：
GTZ）を通じた技術支援も行うことによって、2006 年からこの調査活動が開始された。 

2） 調査方法 
本プログラムは、「参加型」を標榜した、統一した質問票と手法による調査を実施してお

り、具体的には、DAO スタッフやコミュニティ・カウンシルのメンバーがコーディネート

して、MOP や NGO の専門家による訓練指導を受けた村のリーダーを含む有志が参加して、

調査を実施している（調査票や実施手法マニュアルなど詳細は MOP のウェブサイト5で公

開されている）。 
この現場でのワーキング・スタッフは、2KR の対象農家の絞り込み作業や販売にかかわ

るキーパーソンとほぼ重なっている。 
3） 貧困カテゴリーと利用可能なデータ 

この調査結果で明らかになる貧困家庭は 2 つのレベルに分類され、極貧困のレベル 1（集

                                                        
4 “poverty profile and trend in Cambodia”, 2009, Poverty Reduction and Economic Management Sector Unit, East Asia and Pacific 

Region, World Bank 
5 http://www.mop.gov.kh/Projects/IDPoor/tabid/154/Default.aspx 
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計スコア：59～68 点）と貧困のレベル 2（集計スコア：45～58 点）である。この結果、該

当家庭には貧困 ID カードが配布される（写真参照）。 
本計画に利用可能なデータとして、以下が考えられる。 

・コミューンあるいは村落別貧困率 
貧困率の高いコミューンや村の選定が可能になる。 

・各村でのレベル 1 と 2 の家庭リスト 
肥料配布資格農家の選定が容易になる。 

 

 
貧困 ID カード（表） 

シェムリアップ州 Thalat 村の農民が持参 

貧困 ID カード（裏） 

 
4） 実施状況 

貧困世帯特定プログラムは、プノンペン市を除く 23 の州・特別地域を対象に可能な地域

から順次実施しており、2009 年までに 17 州・地域（一部の完了を含め）の 7,109 村で完

了しており、2010～2011 年で全 23 州・地域での調査をめざしている。また調査結果は、

逐次ウェブサイトで公表するほか、DVD での提供も行っている。 
 
（3）貧困農民の課題 

多くの本計画対象農家にヒアリングをするなかで、特に貧困農民にとっての課題は次のと

おりであった。 
・土地の集約化 

各州を移動するなかで、国道沿いの広い地域で、水管理がゆき届き、均平で生育が美しい

田圃を見ることが多かった。これらの土地は資金のある大農が付近の小農から土地を購入し

て営農しているとの話であった。政府の適切な管理のない市場経済の下では、このような集

約化はますます進むと予想され、結果として土地なし農家が増え、貧富の格差が拡大する 1
つの要因ともなると考えられる。 
・借金経営 

先に述べたとおり、なかなか品質の良い肥料が手に入りにくい民間市場にあっても、不信

感をもちながらも、農民達は肥料を購入して増産への努力をしている。この肥料を購入する

ための費用は、ほとんどが借金によって賄っている。本計画での肥料においても、村によっ



－16－ 

て異なるが、平均して半分以上、ある村では全員が借金をして購入している。もちろん、一

部ではあるが、ニワトリを売ったりブタを売ったりして自己資金で購入した農家もある。 
借入れ先は、親戚からはじまり、村の貯金グループ（金利 2～3％/月）や民間高利貸し（金

利 5～10％/月）などがある。特に金利の高い民間貸付業者からの借金はリスクが高い。ある

村では、月 10％を超える金利で借金しているという農民がいたので、他の農民にもっと金利

の低い業者はいないかと尋ねても、この村ではどの業者に借りても、同じこの金利だとの返

事であった。 
NPK しか販売していないというある村の市場の話もあるように、カンボジアでは自由市場

経済を標榜しているものの、コメの不法輸出を代表に、商人のカルテル活動が大小さまざま

なレベルで存在している。結果、選択肢がもてない市場での農民はさまざまな損失を余儀な

くされている。 
・高い懐疑心 

以上のような困難な営農を長年実施してきているため、営農技術の普及を含めて、役人や

商人など第三者の助言には極めて懐疑的であり、なにごとも実証例を確認しなければ試行し

ない農家が多いようである。 
 

以上のような環境下にある貧困農家にとっては、経済社会資本としての基盤整備支援に加

え、適正な投入財（種子・肥料・農薬など）にアクセスでき、それらを利用して最良の結果

を出すための技術を獲得する必要があり、更に経営資金としての妥当な条件でのマイクロフ

ァイナンスや相互扶助システムの開発なども課題となっている。 
 
２－３ 上位計画 

カンボジアにおける本案件にかかわる農業分野を中心とする、関連上位計画は次のとおりであ

る。 
1） 四辺形戦略：Rectangular Strategy, Phase II Sept. 2008 
2） 国家戦略開発計画：National Strategic Development Plan (NSDP) 2009 - 2013 
3） 農業セクター戦略開発計画：Agriculture Strategic Development (ASDP) Plan 2009 - 2013（策

定作業中） 
4） 農業・水戦略：Strategy for Agriculture and Water (SAW) 2006 - 2010 

 上記戦略の計画書：Program Design Document of the above 2010 - 2013 
 
（1）国家計画 

1） 四辺形戦略 
この戦略はカンボジア政策基盤の指針として策定されており、フェーズ I に続いて II が

2008 年に策定されている。 
開発課題：フェーズ I での一定程度の発展を評価しながら、更なる発展のための挑戦課

題を 17 挙げており、そのなかで本案件にかかわる課題は次のとおりである。 
・経済は、衣料産業、観光、建設と農業分野で進展したが、衣料産業は不安定で不確定

要素も多く、GDP の約 30％を占め、労働人口の 60％以上を吸収する農業分野の開発

の一層の強化 
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・国際経済の危機傾向のなかで、内需の拡大 
・所得格差、都市と地方の経済格差の低減への一層の努力 
・土地の集約化、土地なし人口が増えるなか、一層効率的な土地利用の推進 
・灌漑施設の有効な管理と投資の推進 
上記課題を踏まえて、四辺形戦略が策定されており、その最初の戦略として「農業分野

の強化」が挙げられている。 
地方経済の核である農業分野の開発は、i）持続的な地域経済発展の基盤となり、ii）貧

困削減をもたらすべきものであるとの政策を確認して、「農業生産性の改善と多様化」「土

地改革と鉱業開発」「水産業改革」「林業改革」の 4 つの分野に分けて戦略を掲げている。

このうち、「農業生産性の改善と多様化」の要点は以下のとおりである。 
・今まで最高の 2.5MT/ha の反収を達成した（2005～2007 年）コメをはじめトウモロコ

シ、大豆、キャッサバ、ゴムなど農産物の価格を向上させて、農業開発への一層のイ

ンセンティブを創出する 
・農産工業の推進とともに、生産性の向上と多様化を最優先課題とする 
・今までの作付面積拡大から転じて、生産の集約化を通じた生産向上を推進する 
・生産の向上と輸出振興（特にコメ）により、雇用と地域での経済を引き上げ、安全保

障を強化する 
・上記を、i）改良農業資材の適正利用、ii）技術普及、iii）研究開発、iv）灌漑を中心と

するインフラの維持管理と建設、v）融資プログラムの拡大、vi）農産物市場の開発、

vii）農民の組織化、土地の適正利用を通じて行う 
・特に、技術普及サービスの拡大強化に努め、郡からコミュニテイ・レベルでのネット

ワークづくりによる浸透をめざす 
 

2） 国家戦略開発計画（NSDP）（2009～2013 年） 
NSDP は四辺形戦略に基づき策定されている。したがって、四辺形戦略で 4 つに分類さ

れていた農業分野での戦略タイトルのうち、「農業生産性の改善と多様化」の NSDP での

展開内容をみてみることにする。 
なお、この NSDP（2009～2013 年）に対応した、ASDP（2009～2013 年）は本調査時点

でまだ文書化されていない。NSDP では、ASDP（2006～2010 年）の評価と 2009～2013 年

の同分野における優先政策と活動を述べている。また、MAFF の農林水産年報（Annual 
Report for Agricultural, Forestry and Fisheries 2009-2010）では、ASDP（2009～2013 年）の概

要が紹介されており、NSDP の農業分野の政策と整合してまとめている旨の記述があるの

で、NSDP と農林水産年報の内容を参照しつつ、次項に取りまとめる。 
 
（2）農業開発計画 

1） 農業セクター戦略開発計画（ASDP）（2009～2013 年） 
ASDP（2009～2013 年）はまだ策定中であるので、四辺形戦略における「農業生産性の

改善と多様化」戦略を受けた記述や、農林水産年報の ASDP（2009～2013 年）関連の記述

内容も参照した概要は次のとおりである。 
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① 政策目標 
・ 食糧安全、生産性と多様化 
・ 研究開発と普及改善強化 
・ 生産物の市場へのアクセス 
・ 法制度の改善 
・ 水産業改革 
・ 林業改革 

② 開発計画 
・ 生産性と多様化の強化 
・ 生産物の市場へのアクセス向上 
・ 法制度の強化と人材育成 
・ 持続的な水産資源管理 
・ 持続的森林資源管理 

③ アプローチ 
・ 生産性の向上と多様化を優先する。このことにより、生産向上と地域農民の収入増

加と食糧安全を強化し農産加工製品を中心とした輸入を増やす。 
・ 十分で効果的な技術普及、適応可能な研究開発など支援サービスを向上する。他方、

灌漑システムや農村道などインフラの開発、農民のマイクロファイナンスや市場等

へのアクセスを向上し、農業組合の育成や改善や持続的な土地利用を進める。 
・ 農業普及サービスを強化する。 
・ 国内外からの民間投資を進める。 
・ バリューチェーンを通じた、生産物の市場へのアクセスを推進する。 

④ NSDP の農業分野での開発指標 
NSDP の 2009～2013 年間における主要計画指標を表 2-6 に示す（水産林業分野は除く）。 

 
表２－６ NSDP の農業分野での主要計画指標 

指標項目 単位 2008 年* 2009 年** 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年

換金・工芸作物面積 1,000ha 596 645 774 930 1000 1000 

稲栽培面積 100 万 ha 2.61 2.63 2.65 2.65 2.65 2.65 

収量 MT/ha 2.74 2.77 2.80 2.83 2.87 3.00 

コメ生産量 100万MT 7.17 7.28 7.42 7.5 7.6 7.95 

灌漑面積 1,000ha 1.120 1.145 1.170 1.195 1.220 1.245 

家畜の病気や死亡

の削減 
％ 6.0 5.5 5.0 4.5 4.0 3.5 

ウシ・水牛の生産量 100 万頭 4.2 4.29 4.32 4.38 4.44 4.50 

注）*実績 **見込み 
出典：National Strategic Development Plan 2009 - 2013 
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2） 農業・水戦略（SAW）（2006～2010 年） 
SAW は、国家優先課題である貧困削減と経済成長の強化を掲げる NSDP の 4 つの強化課

題のうち「農業セクターの強化」と、水資源管理と灌漑を含む「物理的インフラストラク

チャーの修理と建設」の 2 つの課題に基づいて、MAFF とカンボジア水資源気象省（Ministry 
of Water Resources and Meteorology：MOWRAM）が協力して策定している。 
① 長期ビジョン 

・ 自然資源の持続を確保して、すべての国民へ十分で安全な水と食糧へのアクセスを

保証する。 
・ 農業の生産性と多様性を強化し、水資源開発と管理を改善するなかで、貧困削減と

食糧安全保障、経済成長を達成する。 
② 戦略課題と開発分野 

上記を受けて、8 つの戦略課題を決めており、更にこれらの戦略を実施するための 5 つ

の分野を定めている。そのうちの 1 つは、「行政能力の確立と農業・水資源分野での支援

計画の運営」にかかわる分野であり、2 つは戦略課題の要素である「能力強化と動員」に

かかわる分野で、残る 2 つは「農業の生産性と商業化」をめざすものである。 
 

それぞれの開発分野について、実際的な開発活動が取られていくことになるが、本案件

に直接関係する 2 分野について明示されている達成目標（ゴール）は次のとおりである。 
③ 食糧安全支援分野（Food Security Support Program） 

貧しく食糧が足りない国民に対して、彼らが健全で活動的な生活を送ることのできる食

糧のニーズに対応する、十分な栄養と安全な食糧を物理的に経済的にもいつでも手に入れ

ることのできる農業システムや地域社会をつくる。 
④ 農業と農産工業（バリューチェーン）支援分野（Agriculture and Agri-business Support 

Program） 
効果的な投入財の利用や市場へのアクセス機会があり、最大の便益を農民、地域のコミ

ュニテイや他の関係者に分配できる、地道な集約的かつ多様な農業生産と農産加工業をつ

くる。 
3） コメの生産・輸出政策 

カンボジア政府は、2010年 7月に「コメ生産及び輸出振興に関する政策文書（“Policy Paper 
on the Promotion of Paddy Production and Rice Export” approved by the Council of Ministers, 25 
July 2010）」を策定した。 

本政策は、コメの国際市場が近年中国やインドネシアが輸入国に転じるなか、アフリカ

諸国を中心とした需要増の背景下、ポテンシャルの大きな国際市場であるのに対して、タ

イ、ベトナムに続く輸出国となるため、カンボジア米を輸出商品として開発するための政

策文書である。 
① 2015 年までの目標 

・ 余剰もみを 400 万 MT 以上に引き上げて、100 万 MT 以上の精米輸出を達成する。 
・ 国際市場での「カンボジア米」の認知を得る。 

② 基本的な考え方 
・ 市場原理に対応した競争力の向上を通じて、輸出を効果的に増大し、結果として、
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生産者のモチベーションとなる彼らの収入向上、貧困削減、食糧安全の改善をもた

らす。 
・ 生産増と高品質米の生産、更に販売力の増強を保証する環境を創造して、生産者や

生産者グループへの支援を強化する。 
・ 民間の開発パートナーである生産者、精米業者、商人、輸送業者など社会組織や民

間人、法人などとの政策実施に向けた協力関係をつくる。 
・ コメの生産や輸出振興にかかわる公共サービスをより効率的効果的なものにするた

め、カンボジア政府の関連省庁や機関の協調能力を強化する。 
・ カンボジアの法規にのっとり、公正な競争原理に基づく民間企業の活動を支援し、

ローカル米を直接買い付け輸出する能力を強化する。 
③ 短中期アプローチ 

市場要件に応じたコメの生産を推進して、不法輸出から正式な輸出へと転換することを

通じて、輸出を振興する。 
・ 灌漑施設への追加投資と拡大を行い、生産者に対して、水、種子、肥料や適正技術、

更にはクレジットの提供をする。 
・ 次の分野への民間の参加を推進する：加工・輸出分野への投資、コメの調達・加工

への資金援助、その他さまざまな経済支援プログラム 
・ 合理的なプロセスや輸送システム、違法コストの排除を通じた、迅速な輸出手続き

を推進する。 
④ 中長期アプローチ 

さまざまな関連技術の改善向上による、市場競争力を強化する：生産、土壌管理、水・

種・肥料の管理、生産者組織運営、加工、インフラ、短長期の融資システムなど 
 

表２－７ カンボジアのコメ生産・輸出計画（2010～2015 年） 

項目 単位 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年

雨期作面積 100 万 ha 2.26 2.33 2.34 2.35 2.36 2.37 2.38 2.39 

収量 MT/ha 2.54 2.62 2.70 2.78 2.86 2.95 3.04 3.04 

乾期作面積 100 万 ha 0.36 0.39 0.38 0.38 0.41 0.42 0.45 0.48 

収量 MT/ha 4.03 4.13 4.43 4.75 5.10 5.47 5.50 5.55 

生産ロス 100 万 MT 0.01 0.12 0.72 0.75 0.78 0.81 0.85 0.86 

総生産量 100 万 MT 7.18 7.59 7.30 7.62 8.09 8.44 8.85 9.08 

種子・PH ロス 100 万 MT 0.93 1.00 0.95 0.99 1.05 1.10 1.15 1.18 

人口 100 万人 13.78 13.84 14.05 14.26 14.47 14.69 14.91 15.13 

国内消費量 100 万 MT 3.08 3.09 3.14 3.19 3.23 3.28 3.33 3.38 

輸出量（もみ） 100 万 MT 3.16 3.51 3.32 3.44 3.80 4.06 4.37 4.51 

輸出量（精米） 100 万 MT 2.03 2.25 2.06 2.20 2.43 2.60 2.80 2.89 

出典：“Policy Paper on the Promotion of Paddy Production and Rice Export” approved by the Council of 
Ministers, 25 July 2010 
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（3）本計画と上位計画の整合性 
カンボジアの開発政策は、最上位の四辺形戦略から既に、農業政策を通じた目標を、持続

的経済発展と貧困削減を 2 本の柱として設定しており、その限りにおいてこの貧困農民支援

の目的や仕組みと完全に整合している。 
 



－22－ 

第３章 当該国における食糧増産援助・貧困農民支援（2KR）の実績、

効果及びヒアリング結果 
 
３－１ 実 績 

カンボジアに対するわが国の 2KR は、1992～1996 年まで継続して実施されていたが、それ以

降約 10 年間の中断を経て、2007 年度に要請が再開され、2007、2008 年度分が供与された。その

内容は表 3-1 に示すとおりである。また調達品目の数量と配布先は表 3-2 のとおりである。 
 

表３－１ 対カンボジア 2KR の供与金額・調達品目 

年度 E/N 額（億円） 調達品目 

1992～1996 27.5 肥料、農業機械（1992 年度のみ農薬を含む） 

2007 2.7 肥料 

2008 3.3 肥料 

累計 33.5 肥料、農業機械、農薬 

出典：財団法人 日本国際協力システム（Japan International Cooperation System：JICS） 
 

表３－２ 2KR の品目ごとの調達数量 

単位：MT 

調達資材 2007 年度 2008 年度 合計 対象作物 配布先（州名）

尿素 2,300 4,620 6,920 稲 

DAP（18-46-0） ----- 1,000 1,000 稲 

NPK（15-15-15） ----- 500 500 トウモロコシ、キャッサバ 

バッタンバン、

コンポンチャ

ム州ほか 12 州 

出典：JICS 
 
３－２ 効 果 

（1）食糧増産面 
1992 年から開始されたカンボジアへの 2KR は 1996 年まで継続して実施され、その間肥料、

農薬、農業機械などの供与が行われた。しかし、これらの投入が主要食糧の生産性や生産量

の向上にどれだけのインパクトを与えたかを推計することは難しい。そのようななか、MAFF
関係者の話によれば、「1992 年当時には食糧不足のため食糧を輸入していた同国が、1996 年

には自給することができるようになったのは、自然条件等多くの要因によるものの、2KR に

よる農業資機材投入もこの増産の一端を担っていた」ということであった。 
その後、10 年ぶりに再開された 2KR は、2007 年度に要請された肥料が 2009 年に販売され、

2008 年度要請分が 2010 年に販売されている。販売された肥料の量及び裨益面積も、稲、ト

ウモロコシ、キャッサバのカンボジアの全栽培面積を部分的にカバーしているのみであり、

マクロとしての効果を評価することは難しい。参考として、最近 5 年間の稲、トウモロコシ、

キャッサバの生産状況を図 3-1 に示す。 
他方、今回の現地調査で行った、購入農家への聞き取りでの 2KR に対する評価は高いもの

があり、それについては「３－３ ヒアリング結果」の項で報告する。 
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第４章 案件概要 
 
４－１ 目標及び期待される効果 

カンボジアにおける農業セクターの概要は第 2 章で紹介したとおりであり、GVA が過去 10 年

間ほぼ一貫して右肩上がりの増加を続けるなかで、GDP もここ 3 年間相対的に持ち直してきて、

シェアーも 35％に近づいている。 
以上のような状況で、カンボジア政府は今年になって「コメ生産及び輸出振興に関する政策文

書（“Policy Paper on the Promotion of Paddy Production and Rice Export” approved by the Council of 
Ministers, 25 July 2010）」を策定し、改めて当国の中心作物である稲の生産強化方針を打ち出した。

このことを受けて MAFF は、2009 年度の要請内容の見直しを行い、2009 年度に提出した要請書

では対象としていたトウモロコシとキャッサバを外し、本調査期間中に対象作物を稲のみに変更

した。 
計画配布肥料が 200MT のコンポントム州（裨益農家数 4,000）から、1,000MT のプレイベン州

（裨益農家数 2 万）まで稲の主要産地の 13 州について、ほぼ栽培面積に応じて、例年の 2KR の

供与額を参考として、割り振った数量である。対象農家は 1ha 以下の稲作圃場を所有する農家で

あり、本計画実施による 13 州での合計計画裨益農家数は 16 万戸である。肥料の要請量は、対象

農家（1ha 以下の栽培面積）に対して、1ha 当たり尿素 50kg と DAP 50kg を配布する基準で、具

体的には、対象農家の平均栽培面積を 0.5ha として積算されている。 
 

表４－１ 本計画における肥料販売対象の内訳 

対象農家数 対象栽培面積
No. 対象州 (戸) (ha) 尿素 DAP 計
1 バンテアイミアンチェイ 6,000 3,000 150 150 300
2 バッタンバン 14,000 7,000 350 350 700
3 コンポンチャム 14,000 7,000 350 350 700
4 コンポンチュナン 14,000 7,000 350 350 700
5 コンポンスプー 12,000 6,000 300 300 600
6 コンポントム 4,000 2,000 100 100 200
7 カンポット 8,000 4,000 200 200 400
8 カンダール 16,000 8,000 400 400 800
9 プレイベン 20,000 10,000 500 500 1,000
10 プルサット 12,000 6,000 300 300 600
11 シェムリアップ 12,000 6,000 300 300 600
12 スヴァイリエン 16,000 8,000 400 400 800
13 タケオ 12,000 6,000 300 300 600

合計 160,000 80,000 4,000 4,000 8,000

肥料販売計画量（MT）

 
出典：MAFF 

 
この計画による肥料使用対象栽培面積は、2009～2010 期のカンボジアにおける総栽培面積（267

万 4,603ha）の約 3％にあたり、対象州別にみると表 4-2 のとおりで、カバー率は全体平均で 3.3％
であるが、コンポントム州での 1.0％からカンダール州の 7.5％まで幅がある。 
 



－26－ 

表４－２ 2KR 肥料使用対象栽培面積の州別収穫面積に対するカバー率 

対象農家数 対象栽培面積 収穫面積* カバー率
No. 対象州 (戸) (ha) (ha) (%)
1 バンテアイミアンチ 6,000 3,000 211,764 1.4
2 バッタンバン 14,000 7,000 265,008 2.6
3 コンポンチャム 14,000 7,000 216,884 3.2
4 コンポンチュナン 14,000 7,000 132,064 5.3
5 コンポンスプー 12,000 6,000 110,751 5.4
6 コンポントム 4,000 2,000 199,036 1.0
7 カンポット 8,000 4,000 133,924 3.0
8 カンダール 16,000 8,000 106,243 7.5
9 プレイベン 20,000 10,000 334,313 3.0

10 プルサット 12,000 6,000 101,751 5.9
11 シェムリアップ 12,000 6,000 192,060 3.1
12 スヴァイリエン 16,000 8,000 179,216 4.5
13 タケオ 12,000 6,000 259,383 2.3

合計 160,000 80,000 2,442,397 3.3  
*：2009～2010 年度雨期作+乾期作実績 出典：農業年報、MAFF 

 
この肥料の利用によって、平均して対象農家の収量が 1ha 当たり 500kg 増加する、すなわち従

来 1.5MT/ha だったものが 2MT に、2MT/ha だったものが 2.5MT に増加すると仮定すれば、全体

で 4 万 MT の増産効果が期待できることになり、精米換算では 2 万 3,000MT（精米歩留 60％）。

この量は約 16 万人分の年間消費量と同じとなる。また、0.5ha の平均圃場を所有する対象農家で

は 250kg（精米で 150kg）の増収となり、ほぼ家族 1 人分の自給が可能となる量である。他方その

250kg を販売すれば、200～250 万リエル（2010 年のもみ販売価格換算）の新たな現金収入となる。 
 
４－２ 実施機関 

本計画の実施機関は MAFF であり、2KR プロジェクトの担当部局である PMEU がすべての運

営管理を行う。具体的には PMEU が中心となり、対象 13 州の PDA、更にはその傘下の関係する

DAO と連携を取って実施するほか、現場での活動はコミューン・リーダーやビレッジ・チーフな

どと連携をとって実施する計画である（図 4-1 参照）。 
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図４－１ MAFF 組織図 

 
４－３ 要請内容及びその妥当性 

（1）対象地域 
MAFF の要請する肥料配布の対象地域は、全国 24 州・市・特別区のうちの 13 州である。

対象作物である稲の 2009～2010 年の栽培生産実績をみると、対象州はカンボジア全体の生産

量ランクのトップ 13 州にあたり、全国生産量の 93％を占めており、ほぼカンボジアにおけ

る稲作の全主要州が網羅されていることになる（表 4-3 参照）。したがって、稲を対象とする

食糧増産という本計画の目的からすれば、漏れのない妥当な対象地域の選定であると判断さ

れる。 
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表４－３ 対象 13 州の稲生産実績と全国シェアー 

州・市・特別区 収穫面積 収量 生産量 生産量シェアー
(ha) (MT/ha) (MT) (%)

1 プレイベン 334,313 2.96 989,576 13.0
2 タケオ 259,383 3.55 921,692 12.2
3 コンポンチャム 216,884 3.50 759,534 10.0
4 バッタンバン 265,008 2.65 703,295 9.3
5 バンテアイミアンチェイ 211,764 2.52 534,386 7.0
6 コンポントム 199,036 2.46 488,823 6.4
7 シェムリアップ 192,060 2.47 473,801 6.2
8 スヴァイリエン 179,216 2.48 443,679 5.8
9 カンポット 133,924 2.97 398,389 5.3
10 カンダール 106,243 3.62 384,828 5.1
11 コンポンチュナン 132,064 2.87 378,511 5.0
12 コンポンスプー 110,751 2.46 272,621 3.6
13 プルサット 101,751 2.64 268,891 3.5

他11州・市・特別区 232,206 2.45 567,844 7.5
計 2,674,603 2.84 7,585,870

2009～2010年雨期・乾期作合計

 
出典：Annual Report for Agriculture, Forestry and Fisheries, 2009-2010 

 
（2）対象作物 

本計画における対象作物は稲である。 
稲はカンボジア国民の主食作物であり、国民 1 人当たりのコメの年間消費量は、平均 143kg

（精米ベース）となっている。また、稲は同国農民にとって換金性の高い重要な作物となっ

ている。稲は、カンボジア国内では雨期作と乾期作による二期作が広く行われており、2009
～2010 年の雨期乾期作を合わせた総生産量は 758 万 6,000MT（もみベース）に達し、同国内

で生産される最大の穀物となっている。本計画の対象地域においても同様に二期作が行われ

ており、年間生産量は約 702 万 MT（もみベース）に達している（表 4-3）。このうち、雨期

作による生産量は全体の約 79％（栽培面積は 85％）を占めており、乾期作による生産はわず

か 2 割にとどまっている。これは乾期作における水の確保が困難なことが挙げられる。しか

し、灌漑施設などで水管理が可能となれば、乾期作における単位面積当たり平均収量は、天

水作を中心とする雨期作と比べ 1.51MT/ha（13 州では 1.43MT/ha）高い（表 2-3）。このよう

に、乾期作栽培面積の増加は元より、水管理が可能な栽培基盤が普及すれば、更なる収量の

増加が期待できる。 
このような背景下、今年になって、カンボジア政府は「コメ生産及び輸出振興に関する政

策文書（“Policy Paper on the Promotion of Paddy Production and Rice Export” approved by the 
Council of Ministers, 25 July 2010）」を策定し、稲生産強化方針を打ち出した。このことを受

けて、MAFF では 2009 年度作成の要請内容の見直しを行い、トウモロコシとキャッサバを対

象作物から外し、稲のみを対象作物とした。 
以上のように、トウモロコシ、キャッサバとともに主要な食糧作物と位置づけて今まで 2KR

でも支援してきた稲が、新たな生産振興の国家戦略に対応して、今次の要請として特化され

たことは妥当だと判断される。 
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（3）要請品目・要請数量 
カンボジア側の要請品目と数量は、尿素（46％）と DAP（16-46-0）の各 4,000MT である 

 
表４－４ 要請品目/数量及び使用対象作物 

No. 品 目 要請量（MT） 優先順位 対象作物 

1 尿素（46％N） 4,000 1 

2 DAP（18-46-0） 4,000 1 
稲 

 
1） 要請品目の妥当性 

当国の稲作農家では、さまざまな伝統品種や IR 種、CAR 種〔カンボジア農業研究・開

発研究所（Cambodian Agricultural Research and Development Institute：CARDI）で育種〕な

どが栽培されているが、稲作の肥料として「尿素」と「DAP」の利用は普及しており公知

の品目であり妥当な構成内容である。これに加えて、2008 年度 2KR により供与された肥

料については、尿素または DAP の各 1 袋を条件つけて対象農家に配布したところ、尿素と

DAP の併用が一般的となっている稲作農家から、両方抱き合わせの販売への強い要望が挙

がったことから、MAFF は今回の販売条件を設定した。 
「２－１（5）農業セクターの課題」で詳述したとおり、稲作農家は劣悪な肥料市場のな

かで、やむなく信頼性の低い肥料を購入利用してきており、本計画で販売される肥料への

信頼と評価は極めて高い。そのようななかで、2007/2008 年度の 2KR で供与した肥料（尿

素・DAP・NPK）の販売実績を受けて、MAFF が購入した稲作農家の意見やニーズを掬い

上げ、従来の販売条件を改善して「尿素＋DAP の 2 品目の選定と抱き合わせ販売」をしよ

うというものは極めて妥当な改善提案である。 
2） 要請数量の妥当性 

上記要請量は、対象農家（1ha 以下の栽培面積）に対して、1ha 当たり尿素 50kg と DAP 
50kg を配布する基準で、具体的には、対象農家の平均栽培面積を 0.5ha として積算されて

いる。 
カンボジアでは、栽培品種や地域の土壌環境に応じた肥培管理基準が明らかになり、十

分に農家レベルに普及しているわけでは必ずしもない。しかし、稲作農家にとって、尿素

と DAP は公知の肥料でありその利用経験も長い。農家はこのような経験からそれぞれの施

肥量や施肥時期を決めているケースが多い。本調査の農民からの聞き取り結果も、経験的

に使用している事例を含めて、1ha 当たり尿素、DAP ともに 50～150kg 使用している農家

が多く、要請の積算基準は少なくとも必要な量の基準として妥当なものである。 
 
（4）ターゲットグループ 

本計画では 13 の主要コメ生産州が選択されており、これらの州の稲作農家が、ターゲット

グループを選抜する前の母数あるいはロングリストとなる。本計画では、貧困・零細農家支

援を条件づけているために、2007/2008 年度対象肥料の販売についても、MAFF は「栽培面積

1ha 以下」という、零細規模条件を特定しながら、DAO のアレンジの下、コミュニティ・カ

ウンシルのメンバーや村のリーダーや代表など末端のキーパーソンを巻き込んで、「貧困・零

細」条件に合う肥料の購入資格農家の選定、絞り込みを行ってきた。これについて、本調査
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で明らかになった点は以下のとおりである。 
 

・栽培面積に「1ha 以下」という条件 
もともと、カンボジアではコミューンや村レベルでの、貧困定義の物差しは一定しておら

ず、関連プロジェクトごとに、独自の物差しや基準を設定して便宜的な選択や抽出を行って

いたが、相互利用可能な統一的な貧困対象の抽出規準はなかった。したがって、貧困農家選

定の補助要件として、彼らの栽培面積に「1ha 以下」という条件を設定した。この面積は、

平均栽培面積と考えられる 0.5ha の圃場において、本計画で肥料の投入を得て 1MT（単収

2MT/ha）のもみを生産したとしても、その量はほぼ 4 人家族の年間消費量程度であることを

想定すれば、それなりに現実的で妥当な基準だったと判断される。 
 

・貧困世帯特定プログラムの存在 
上記のように、公正な規準のないなか、本計画での受益対象者（貧困農家）の選定絞り込

み作業は、公平性や妥当性を保持するために、コミュニティ・カウンシルのメンバーや村の

リーダーや関係者が最も気を使って行ってきた作業であった。ところが、今回の農村調査で、

MOP が行っている貧困世帯特定プログラムの結果や手法が本計画での貧困農家の選択や絞

り込みに役立っていることが分かった。なお、MOP のこのプログラムの概要は、「２－２（2）
貧困世帯分類」で既に報告したとおりである。 

 
・貧困世帯特定プログラム結果の利用形態は次のとおりである。 

i） この調査の実施主体が、村のリーダーなど本件実施にかかわる人材と重なる 
本調査は、「参加型」を標榜した、統一した質問票と手法による調査を実施しており、

具体的には、DAO スタッフやコミュニティ・カウンシルのメンバーがコーディネートし

て、MOP や NGO の専門家による訓練指導を受けた村のリーダーを含む有志によるチー

ムが、調査を実施している。この調査現場でのキーパーソンは、本計画の対象農家の絞

り込み作業や販売にかかわるキーパーソンとほぼ重なっている。このことから、現在調

査中でまだ結果が出ていない村でも、この調査で用いられている貧困農家選別の視点や

評価項目で、本計画の肥料配布対象者を絞り込むのに利用されており、住民のコンセン

サスもつくりやすい環境となっている。 
ii） 調査結果が出ている村では、絞り込みはシンプルである 

調査が終了した村では、カテゴリー1（極貧困）とカテゴリー2（貧困）に該当する農

家が決定され、「貧困 ID カード」〔２－２（2）に提示の写真参照〕が該当農家に発行さ

れる。したがって、本計画での肥料販売では、対象農家はこの ID カードを所有する農

家とし、村のリーダーから対象農家に対して「本計画による肥料の購入希望者は、決ま

った期間に ID カードと代金を持って DAO 事務所まで行くように」との知らせを行うだ

けである。ただし、数量には限りがあるので、購入は早い者勝ちとなる。とはいえ、先

を争うようなことはなく、市販肥料の質の悪さに懐疑心の高い農民は、先行購入者の様

子を眺めて、その後急に購入が増えるという。 
ある村では、この調査が終了したばかりで、貧困 ID カードはまだ発行されていない

が、調査結果は、集計当事者である村のチーフやコミュニティ・カウンシルなど関係者
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そして「MAFF が関与している肥料であること」が表示された袋にて販売されているため、

2KR 調達肥料＝高品質で信頼できる肥料というイメージが購入農民間で定着しつつあると

いった状況につき説明があった。 
以上の理由より、調達数量が少なくなったとしても、高品質の肥料確保を第一条件とし、

過去の 2 案件と同様に DAC 加盟国を中心としたいという強い希望が PMEU より出された。 
そこで、DAC 加盟国に加え、2007 年度及び 2008 年度カンボジア向け 2KR の調達先国とし

て規定していたタイを削除し、代わりに 2005 年度以降の他国向け 2KR において、断続的に

肥料の調達実績があるロシアを調達先国に追加し、DAC 加盟国及びロシアとする。 
なお、タイ削除の理由としては、過去 2 案件の実施において応札実績がなかったこと、加

えて 2KR 調達数量の注文に応じることができるメーカーがないと過去に実施した案件の入

札後に入札図書を購入した複数の業者から情報を得たためである。 
 
４－４ 実施体制及びその妥当性 

（1）配布・販売方法・活用計画 
本計画で調達される肥料 2 品目は、「図 4-3 肥料の配布と見返り資金の回収フロー」に示す

とおり、本計画の実施機関である MAFF の PDA と DAO を通じて、対象 13 州の貧困零細稲

作農家 16 万戸に販売される予定である。 
 

 
出典：MAFF 

図４－３ 肥料の配布と見返り資金の回収フロー 
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MAFF は、本計画の調達肥料を、具体的には 2008 年度分の実績（今年度販売）と同様に配

布・販売すると説明しており、現地調査で確認した内容は以下のとおりであった。6 
 

1） 本邦の入札結果により、計画量から変更が生じた場合は、PMEU は対象 13 州の PDA と

配布量について協議する。 
2） シアヌークビル港に陸揚げされた肥料は、上記確定した配布量に従って各 PDA の倉庫

にトラック輸送される。MAFF はこれについて、入札によって輸送業者を選定して、この

業者に発注する。＜輸送業社様式の荷受証＞ 
3） 各 PDA 倉庫では、入出庫を管理記帳する。＜入出庫帳＞ 
4） PDA の指示の下、DAO のスタッフはコミューンや村のリーダーとも相談をして、肥料

販売に関する購入対象農家の選別と告知活動を行う。 
5） DAO は農家の肥料購入時期に合わせて、出荷依頼を PDA に依頼する。＜郡別出荷記録＞ 
6） DAO は出荷された肥料の販売をコミューンや村のリーダーと協力して行い、代金を回収

する。＜販売記録（住所・氏名・ID 番号・製品番号・指紋押捺など）＞ 
7） DAO は販売金を 2KR 口座に送金する。＜銀行の送金証＞ 
8） PDA は出荷販売状況を PMEU に電話連絡するとともに、DAO から提出される帳簿や証

憑を取りまとめて、PMEU に報告する。＜販売・代金回収送金実績表＞ 
9） PMEU は、電話連絡による PDA での最新在庫を確認するとともに、代金回収送金報告

と銀行からの入金報告のクロスチェックを行う。＜州別在庫管理表＞ 
10） 上記の過程で不測の事態が生じた場合（破袋の発生、旱魃等による販売障害など）、PMEU

は PDA に協力し、場合によっては現地に行き対策を講じる。 
 
（2）技術支援の必要性 

本計画での技術支援の要請はなされていない。他方、稲作農民たちの肥料の利用にかかわ

る現状や問題については、2－1（5）のなかで述べたが、本計画で販売される肥料の増産に結

びつく、有効活用技術にかかわる要点を整理すると次のとおりである。 
 

農民の肥料利用にかかわる現状と課題 
・民間市場で販売されている肥料は、品質が悪く効能が低い。 
・そのため、一定の利用基準が確立しにくく、おおむね同じ村のなかでは似たような施肥方

法をとっているものの、各村で施肥の時期や量が異なっている。 
・施肥技術を含む栽培技術について、政府の農業技術普及システムを通じた技術普及はほと

んど機能していない。先進農家が試行錯誤を繰り返すのを他の農家は見守りながら、成功

事例を学習し、村落内に普及していくという展開が多い。 
・農民への適正な施肥基準の指導普及については、肥料市場での規格の保証（規格外商品の

排除）がなされないと、農民にとっても再現性が低く、受入れが難しいと考えられる。 
 

以上のような現状を前提とするなら、本計画の増産目的に必要とされる技術支援の内容や

                                                        
6 以下＜  ＞は、本調査で確認された帳簿や証書。 
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課題は次のとおりである。 
 

農民の肥料利用技術の普及と課題 
・本計画で販売される尿素と DAP の効果をできるだけ大きくするためには、適正な肥培管理

（施肥時期・量など）技術の指導が望ましい。 
・その方法は、単なる技術情報の提供よりは、実証（デモンストレーション）が必要である。 
・ただし、本計画で販売される「適正な規格品質」の尿素と DAP を、対象農家が今後も購入

可能でなければ、技術習得への農家のモチベーションは期待できない。 
・市場から規格外の品質の悪い肥料が排除され、適正な規格と種類の肥料の購入が可能にな

らなければ、肥培管理技術の再現性は保証されず農家に普及していかない。 
 
（3）他ドナー・技術協力等の連携を通じたより効果的な貧困農民支援の可能性 

 
「トンレサップ西部地域農業生産性向上プロジェクト（APPP）」との連携 

上記（2）の内容を確認したうえで、調査団は、2010 年 10 月から開始された技術協力プロ

ジェクト「トンレサップ西部地域農業生産性向上プロジェクト」（Agricultural Productivity 
Promotion Project in West Tonle Sap：APPP）と 2KR との連携をカンボジア側に要望した。本

計画の実施に関係する PDA と APPP の専門家とが協力し、APPP の活動の一部として普及員

とデモ農家が実施するデモンストレーション研修への、2KR 肥料を購入した農家の参加を促

進することで合意した。デモンストレーション研修で提示される肥料の適切な使用方法は、

農家にとって効果的な技術支援となると考えられる。 
連携に係る具体的な段取りについては、2KR 肥料の調達スケジュールが明らかになった段

階で、PMEU、PDA、APPP の専門家、JICA カンボジア事務所の間で検討することとする。 
2010 年 10 月～2015 年 3 月まで 4.5 年間の予定で実施する APPP では、バッタンバン州、

プルサット州、コンポンチュナン州を対象に営農技術の普及支援、優良種子の生産・販売促

進、農産物の流通促進を行う。2KR と APPP が連携することで、2007 年度の 2KR 調査にお

いて提言されている肥料の供与と併せた施肥の技術指導の実施が一部の対象地域において実

現できることとなる。 
 
（4）見返り資金の管理体制 

1） 見返り資金積み立て方法及び積み立て状況 
見返り資金の積み立て方法については、まず DAO が肥料と引き換えに購入農民から回

収した販売代金を、翌日までにプノンペンにある MAFF 指定銀行の口座（Acleda Bank）に

各地域の銀行支店を通して振り込む。 
その後、販売代金のすべてが回収されたのち、PMEU はその資金を Acleda Bank から、

カンボジア国家銀行（National Bank of Cambodia）内の 2KR 見返り資金口座に移動し積み

立てる計画である（図 4-3 を参照）。 
いったん、民間銀行に集金される理由として、PMEU は、①日々の積み立て状況がメー

ルにて銀行側から通知され、積み立て状況の確認が容易であること、②各地方からの送金

がカンボジア国家銀行と比較して容易であることを挙げ、最終的に回収した販売代金を一
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括で資金移動することで送金コストを最小限に抑えることが可能であると説明した。 
この積み立て方法は、過去 2007 年度案件にて既に実施され、調査時に販売実施されてい

た 2008 年度案件でも同様の方法を採用し、特段問題なく実行されていた。 
カンボジアの見返り資金回収の特筆点として、販売金の回収チェック方法が挙げられる。

「4-4 実施体制及びその妥当性」の「（1）配布・販売方法・活用計画」でも既述したとお

り、PMEU が PDA から送付されてくる肥料の在庫、代金回収送金報告及び銀行からの入金

報告を毎日確認することで、販売代金回収状況のクロスチェックを行っており、PMEU が

いかに厳密に販売代金を回収しているかがうかがえる。 
2010 年 10 月 12 日時点での見返り資金積み立て状況は表 4-5 のとおりであり、積み立て

総額は 309 億 4,994 万 8,235 リエル、残高は 108 億 9,370 万 4,764 リエルである。2KR が再

開された 2007 年度案件以降は、2 案件ともに 100％を超えており、調査時に肥料の販売が

継続していた 2008 年度については、更に積み上げられる予定である。 
 

表４－５ 見返り資金積み立て状況（2010 年 10 月 12 日） 

2KR 供与額 見返り資金義務額 積立額 積立割合 使用額 残高額

実施年度 (円) (リエル) (リエル)  (%)  (リエル) (リエル)

1992 500,000,000 1,645,457,335 3,251,482,135 197.60

1993 500,000,000 5,734,732,346 2,563,787,547 44.71

1994 600,000,000 7,397,857,215 3,723,621,163 50.33

1995 550,000,000 6,859,076,621 3,955,862,290 57.67

1996 600,000,000 6,380,697,634 6,736,928,000 105.58 20,056,243,471 175,437,664

2007 270,000,000 3,127,000,000 3,128,000,000 100.03 0 3,128,000,000

2008 330,000,000 4,647,184,805 7,590,267,100 163.33 0 7,590,267,100

合計 3,350,000,000 35,792,005,956 30,949,948,235 --- 20,056,243,471 10,893,704,764  

出典：MAFF 
 

2） 見返り資金プロジェクト 
表 4-6 に実施済みあるいは実施中の見返り資金プロジェクトを示す。 
表に示したとおり、2008～2009 年に実施されたプロジェクトは、「稲作技術研究活動」

及び「漁業新法の普及活動」のように農業分野に直接寄与するプロジェクトと、「2007 年

度 2KR 実施管理プロジェクト」及び「貧困農民に対する食糧増産プロジェクト」のように

2KR 案件本体の実施促進を使途目的としたプロジェクトが実施されている。 
調査団からは、見返り資金を小規模農民の開発と貧困削減など経済社会開発を目的とし

たプロジェクトに優先的に使用するように説明し、MAFF はこれを了解した。 
また、本来 2KR 本体の実施促進（調達資機材の国内輸送費用など）にかかる費用につい

ては、カンボジア政府の予算にて負担すべき費用であることを強調し、本計画が実施され

る際には、これら費用を負担するよう申し入れた。 
しかし、MAFF からは予算を確保できるよう最大限努力するが、MAFF の省全体予算が、

2010 年度で約 547 億 7,900 万リエル（約 10 億円）と、非常に予算的に逼迫している状況
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のために確約はできず、引き続き日本側が見返り資金の使用を承認することを要望する旨

の回答があった。 
 

表４－６ 実施済み・実施中の見返り資金プロジェクト一覧 

2KR 財務
年度

実施年 案件名/使途
承認額

(リエル)
使用額

(リエル)

1997 農業資機材の配送（1993年度2KR調達資機材） 741,997,546 741,997,546

1997 農業資機材の配送（1994年度2KR調達資機材） 938,686,700 938,686,700

1997 堆肥プロジェクト 130,751,750 130,751,750

1997 灌漑施設建設及びOu Treng及びOu Svay灌漑システム改修 915,247,600 915,247,600

1997 種籾（550t）調達 247,500,000 247,500,000

1997 肥料（7,000t）調達 5,730,570,000 5,730,570,000

1998 種籾（2,000t）調達 1,299,910,000 1,299,910,000

2000 Kbal Chay 汚水マネジメント・プロジェクト 72,855,250 73,100,300

2001 Colmatageシステム・プロジェクト 4,566,880,000 4,586,400,000

PMEU設立 223,328,930 223,328,930

Kampong Cham国立農業学校のフェンス設置 168,591,495 166,533,690

農業機械技術改善及び普及 164,725,755 164,725,755

Tuol Samrong農業技術センターワークショップ：改修工事 828,964,621 819,010,936

Veal Moam稲種子及びPrey Tayサトウキビ種子農場改修 93,741,500 93,741,500

Svay Riengへの送金手数料 80,000 80,000

2005 Paddy Mortgage Scheme（パイロットプロジェクト） 916,668,565 39,073,565

稲作技術研究活動 84,328,005 84,328,005

漁業新法の普及活動 87,892,000 87,892,000

2007年度2KR実施管理プロジェクト 1,570,919,274 継続実施中

2009 貧困農民に対する食糧増産プロジェクト 2,142,445,920 継続実施中

20,926,084,911 16,342,878,277合計

1992
～

1996

2003

2008

 
出典：MAFF 

 
3） 見返り資金口座への外部監査 

カンボジア側は、見返り資金の適正な管理と使用のために、外部監査を受ける重要性を

理解しているが、監査の費用確保の問題から、まず MAFF 内の内部監査局による監査を計

画していることを説明した。 
 
（5）モニタリング評価体制 

2007 年度案件に関するモニタリングは、PMEU が主体となり、①調達肥料のサイト到着と

受領状況、②調達肥料の受領サイトから購入農家までの輸送・配布状況、③見返り資金の回

収状況、④調達肥料の使用状況、及び⑤見返り資金の使用を主としてモニタリングを実施し

た。 
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2008 年度案件については、上記①～⑤に加え、調達肥料の施肥効果を査定するため、質問

状を通じて、全受益農民数の 5％（約 6,000 戸）からその効果についてデータを収集するモ

ニタリング計画があり、既に一部の対象へは質問状を配布している。 
これらの評価結果は、PDA を通じて PMEU に報告され、最終的には MAFF 関係機関にて

2KR 肥料の評価を行う予定であり、本計画実施時にも、この 2008 年度案件の方法を採用す

る計画である。 
 
（6）ステークホルダーの参加 

2007 年度及び 2008 年度 2KR においては、販売を担当している PDA 及び DAO 職員が、2KR
調達肥料を農村にて販売する際に、裨益農民から意見・要望を聴取しており、これらは PMEU
へとフィードバックされている。PMEU はフィードバックされた意見・要望等を積極的に取

り入れ、実施体制の強化・改善に反映させている。 
 
（7）広 報 

カンボジアは広報に力を入れており、日本政府との交換公文署名時、調達代理機関との調

達代理契約の署名時、調達された肥料をカンボジア国内にて販売開始する際の販売セレモニ

ー時、そしてMAFF高官の 2KR裨益農村への視察時など、それぞれの機会にTV（TVK、Apsara、
Bayon）及び新聞を通じて、2KR 援助についての広報を行っている。 

見返り資金プロジェクトについては、至近に実施されているプロジェクトが 2KR の実施促

進を行うプロジェクトであることから、広報の機会が上記の広報タイミングと重なったため、

見返り資金プロジェクト単独としての広報は行われていない。しかし、広報の必要性をカン

ボジア側は認識しており、今後計画実施される経済社会開発を目的とした見返り資金プロジ

ェクトについては、広報を実施する旨説明した。 
 
（8）その他（新供与条件について） 

新供与条件の見返り資金の外部監査の導入及び同資金の小農・貧農支援への優先使用、ス

テークホルダーの参加機会の確保、見返り資金に対する外部監査については、既に述べたと

おりである。 
加えて、半期（6 カ月）ごとの連絡協議会の開催については、日付を設定した協議会を設

定し開催してはいないが、見返り資金プロジェクト申請時、肥料販売の開始セレモニー時、

農村地域への視察同行時などを利用して、2KR の進捗状況や販売状況などを日本側に伝え、

頻繁に意見交換を行っている。 
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第５章 結論と課題 
 
５－１ 結 論 

カンボジアにおいてコメは主食であり、貧困農民にとっては重要な自給食である。カンボジア

の政策基盤である四辺形戦略では持続的な地域経済発展と貧困削減の日本柱を掲げ、コメの生産

性向上、輸出振興を農業資材の適正利用や技術普及を通じて行うことをめざしている。また、2010
年 7 月には「コメ生産及び輸出振興に関する政策文書」が策定され、カンボジア米を国際市場で

認知させ輸出力を高めることを宣言している。 
一方で、耕作面積が 1ha 以下の零細農家が多く、これらの農家では価格面や品質の問題から市

場流通肥料に十分アクセスできない現状から平均 2.5MT/ha 以下という低い生産性となっており、

平均 5 名の家族が自給するために十分な食糧を確保することすらままならない状況である。した

がって、これらの貧困農家の農業生産性を向上させ食糧の安定的な確保を支援するために、良質

で市場価格より安価な肥料を供与する本案件実施の意義は高いものと考えられる。 
実施体制については、カンボジアは過去に 2KR による肥料供与を受入れ農家への販売・配布を

適性に実施した実績があり、本無償の担当部署である PMEU の体制は十分確立されている。PMEU
は調達された肥料の各州倉庫への入庫から各農家への販売に至るすべてのプロセスにおいて不正

が発生しないような徹底したチェック・管理体制を敷いており、極めて透明性の高い実施体制を

構築していることがうかがわれる。 
以上の状況を踏まえ、本案件を実施することは妥当であると判断される。 

 
５－２ 課題/提言 

今般の調査での農家からのヒアリングでは、粗悪な輸入肥料が市場に出回っていること・農家

が肥料の適切な使用方法を十分把握していないことから、結果的に肥料による生産性向上の効果

が発現せずに農家の肥料に対する信頼性を低下させているという状況が確認された。肥料を効果

的に活用するためには、カンボジアが政府として市場流通肥料の検査体制の構築とそれに基づく

取り締まりを行うとともに、同時に適切な施肥に関する農家への技術支援を行うことが必要であ

る。前者の課題については行政機関の大きな体制構築や法整備、新たな予算確保等が必要であり、

現時点では実現化は困難と考えられるが、後者については今般の 2KR 供与においては技術協力プ

ロジェクトとの連携により部分的にカバーされる見込みである。農業技術の普及に関する予算が

非常に限定的であるカンボジア政府としては、こういった他のプロジェクト等との連携を積極的

に図り技術支援を行っていくことがより効果的である。 
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２．収集資料リスト

(1) MAFF "Rectangular Strategy", Phase II, 26 Sep. 2008 <Copy>
(2) MAFF Policy Paper on The Promotion of Paddy Production and Rice Export 
  <Copy> 
(3) MAFF National Strategic Development Plan update 2009 – 2013 <Original> 
(4) MAFF National Poverty Reduction Strategy 2003 – 2005  <Original> 
(5) MOP Brochure of "The National Identification of Poor Households  

Programme"  <Original> 
(6) MOP Household Questionnaire for Identification of Poor Households 
  <Copy> 
(7) MOP Report from Database of Poor Households (2007 - 2009)  <DVD> 
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３．対象国農業主要指標

I.

Kingdom of Cambodia 
II.
   1,456.20  2008 *1

1,142.50  2008 *1
507.40  2008 *1
66.70 % 2008 *1

GDP 35.00 % 2008 *9
826.82 ha 2008 *2

III.
1,810.40 ha 2008 *3
1,765.20 ha (100%) *3

390.00 ha (22.1%) *3
15.50 ha (0.9%) *3
28.50 ha 2008 *3

7.3 % 2008 *3
IV.

1 GNP 650.00 US$ 2009 *8
38.92 US$ 2008 *8

134.42  2009 *9
105.28  2009 *9

V.  
FAO    

-0.1 t 2007 *4
1 158.00 1999-2001=100 2009 *5

8.20 t 2007 *4
0.63 t 2006 *6
3.35 % 2007 *4

2,268 kcal 2007 *4
VI.

n.a. kg/ha 2009 *7
2,835.80 kg/ha 2009 *7

n.a. kg/ha 2009 *7
4,338.00 kg/ha 2009 *7

*1 FAOSTAT database-Resource-PopSTAT-annual time 

*2 FAOSTAT database-ResourceSTAT-Machinery, 

25 October 2010 

*3 FAOSTAT database-ResourceSTAT-Land 

*4 FAOSTAT database-SUA/FBS-Food Balance Sheets 

  All Cereals: Import Q’ty – Export Q’ty 

*5 FAOSTAT database-Production- Production Indices 
*6 FAOSTAT database-Trade-Food aid shipment 

  Cereals

*7 FAOSTAT database-Production-Crops 

*8 $ $=¥94

*9 World Bank 

2008
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４．ヒアリング結果
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